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(57)【要約】
少なくとも一つの開口部１８を有する基板と、前記開口
部１８を塞ぐように前記基板に設けられた振動板５０と
、前記振動板５０の前記開口部１８とは反対側に、Ｙ方
向に並ぶように設けられ、前記Ｙ方向と直交するＸ方向
にのびる、複数の第１電極１４と、前記振動板５０の前
記開口部１８とは反対側に、前記Ｘ方向に並ぶように設
けられ、前記Ｙ方向にのびる、複数の第２電極１６と、
少なくとも前記第１電極１４と前記第２電極１６とが交
差する部分において、前記第１電極１４と前記第２電極
１６の間に設けられる複数の圧電体層１５と、を具備す
る超音波センサーであって、前記Ｘ方向及び前記Ｙ方向
と直交するＺ方向において、前記第１電極１４と前記圧
電体層１５と前記第２電極１６とが重なっている部分を
能動部とし、前記振動板５０が前記能動部の駆動により
振動できる領域を可動部とし、平面視において、１つの
前記可動部と、前記１つの可動部内に設けられる前記能
動部とからなる単位を、１つの超音波素子としたとき、
平面視において、前記可動部の面積に対する前記能動部
の面積が異なる２種以上の超音波素子を具備する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも一つの開口部を有する基板と、
　前記開口部を塞ぐように前記基板に設けられた振動板と、
　前記振動板の前記開口部とは反対側に、Ｙ方向に並ぶように設けられ、前記Ｙ方向と直
交するＸ方向にのびる、複数の第１電極と、
　前記振動板の前記開口部とは反対側に、前記Ｘ方向に並ぶように設けられ、前記Ｙ方向
にのびる、複数の第２電極と、
　少なくとも前記第１電極と前記第２電極とが交差する部分において、前記第１電極と前
記第２電極の間に設けられる複数の圧電体層と、
を具備する超音波センサーであって、
　前記Ｘ方向及び前記Ｙ方向と直交するＺ方向において、前記第１電極と前記圧電体層と
前記第２電極とが重なっている部分を能動部とし、前記振動板が前記能動部の駆動により
振動できる領域を可動部とし、
　平面視において、１つの前記可動部と、前記１つの可動部内に設けられる前記能動部と
からなる単位を、１つの超音波素子としたとき、
　平面視において、前記可動部の面積に対する前記能動部の面積が異なる２種以上の超音
波素子を具備する
ことを特徴とする超音波センサー。
【請求項２】
　平面視において、前記可動部の面積が同一で、前記能動部の面積が異なる２種以上の超
音波素子を具備することを特徴とする請求項１に記載の超音波センサー。
【請求項３】
　平面視において、前記超音波素子に対応する開口部の面積が実質的に同一であり、１つ
の開口部に対応する前記圧電体層の面積が同一であり、１つの開口部に対応する前記第１
電極及び第２電極の何れか一方の面積が異なることを特徴とする請求項１又は２に記載の
超音波センサー。
【請求項４】
　前記複数の第２電極の幅が互いに異なることを特徴とする請求項１～３の何れか一項に
記載の超音波センサー。
【請求項５】
　前記第２電極の幅が、前記Ｘ方向内で異なることを特徴とする請求項１～３の何れか一
項に記載の超音波センサー。
【請求項６】
　前記複数の圧電体層は、実質的に同一の圧電材料からなることを特徴とする請求項１～
３の何れか一項に記載の超音波センサー。
【請求項７】
　基板上に振動板を形成し、
　前記振動板上に、Ｙ方向に並ぶように、前記Ｙ方向と直交するＸ方向にのびる複数の第
１電極を形成し、
　第１電極上に圧電体層を形成し、
　前記第１電極及び前記圧電体層が形成された前記振動板上に、第２電極層を形成し、
　前記圧電体層及び前記第２電極層をパターニングして、Ｘ方向に並ぶように、前記Ｙ方
向にのびる複数の前記圧電体層及び第２電極を形成し、
　前記基板の前記振動板とは反対側の面に、少なくとも一つの開口部を形成する、
超音波センサーの製造方法であって、
　前記Ｘ方向及び前記Ｙ方向と直交するＺ方向において、前記第１電極と前記圧電体層と
前記第２電極とが重なっている部分を能動部とし、前記振動板が前記能動部の駆動により
振動できる領域を可動部とし、
　平面視において、１つの前記可動部と、前記１つの可動部内に設けられる前記能動部と
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からなる単位を、１つの超音波素子としたとき、
　前記圧電体層及び前記第２電極層をパターニングした後、前記第２電極層のみをさらに
パターニングすることで、平面視において、前記可動部の面積に対する前記能動部の面積
が異なる２種以上の超音波素子を形成する、
ことを特徴とする超音波センサーの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波センサー及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、開口部を有する半導体基板と、開口部を閉塞して半導体基板の表面に形成された
絶縁膜層上に２層の電極と、２層の電極の間で挟んだＰＺＴセラミックス薄膜層とを、ア
レイ状に配置した超音波センサーが知られている（例えば特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－１６４３３１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　このような超音波センサーにおいて、送信感度や受信感度を制御しようとすると、圧電
体層を形成する圧電材料を変更しなければならない。すなわち、受信専用の素子と送信専
用の素子とを用意しようとすると、圧電材料の異なる素子を並べなければならず、非常に
困難である。また、圧電材料を統一した場合、開口部の大きさ等を変更して送受信感度を
調整することができるが、開口部の大きさを変更すると、共振周波数が変化してしまい、
実質的に使用困難なものになるという問題があった。
【０００５】
　本発明は上記状況に鑑みてなされたもので、共振周波数の仕様を変更することなく、送
受信感度の異なる素子を共存させた超音波センサー及びその製造方法を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決する本発明の態様は、少なくとも一つの開口部を有する基板と、前記開
口部を塞ぐように前記基板に設けられた振動板と、前記振動板の前記開口部とは反対側に
、Ｙ方向に並ぶように設けられ、前記Ｙ方向と直交するＸ方向にのびる、複数の第１電極
と、
　前記振動板の前記開口部とは反対側に、前記Ｘ方向に並ぶように設けられ、前記Ｙ方向
にのびる、複数の第２電極と、少なくとも前記第１電極と前記第２電極とが交差する部分
において、前記第１電極と前記第２電極の間に設けられる複数の圧電体層と、を具備する
超音波センサーであって、前記Ｘ方向及び前記Ｙ方向と直交するＺ方向において、前記第
１電極と前記圧電体層と前記第２電極とが重なっている部分を能動部とし、前記振動板が
前記能動部の駆動により振動できる領域を可動部とし、平面視において、１つの前記可動
部と、前記１つの可動部内に設けられる前記能動部とからなる単位を、１つの超音波素子
としたとき、平面視において、前記可動部の面積に対する前記能動部の面積が異なる２種
以上の超音波素子を具備することを特徴とすることを特徴とする超音波センサーにある。
　かかる態様では、可動部に対する能動部の割合を変化させることにより、共振周波数の
仕様を変更することなく、受信専用、送信専用に最適化した超音波素子とすることができ
、送受信を効率的に行うことができ、信頼性を向上させることができる。
【０００７】
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　ここで、平面視において、前記可動部の面積が同一で、前記能動部の面積が異なる２種
以上の超音波素子を具備することが好ましい。これによれば送信専用素子と受信専用素子
とで能動部の大きさを同じとし、可動部の大きさを変更した場合に比べて、共振周波数の
変化を非常に小さく抑えることができる。すなわち、能動部の面積が互いに異なる素子間
で、共振周波数の差を小さく抑えることができる。よって、共振周波数の仕様が同一で、
受信専用、送信専用に最適化した超音波素子を有する超音波センサーを、容易に実現でき
る。
【０００８】
　また、平面視において、前記超音波素子に対応する開口部の面積が実質的に同一であり
、１つの開口部に対応する前記圧電体層の面積が同一であり、１つの開口部に対応する前
記第１電極及び第２電極の何れか一方の面積が異なることが好ましい。これによれば、製
造プロセスを大きく改変することなく、受信専用、送信専用に最適化した超音波素子とす
ることができる。
【０００９】
　また、前記複数の第２電極の幅が互いに異なることが好ましい。これによれば、超音波
素子の基本的な製造プロセスの改変は必要なく、第２電極を形成するプロセスにおいて、
送信専用素子のエリアと受信専用素子のエリアとで、第２電極のパターニングを行う際に
、第２電極の幅を変更するだけで、受信専用、送信専用に最適化した超音波素子とするこ
とができる。よって、受信専用、送信専用に最適化した超音波素子を有する超音波センサ
ーを、非常に容易に得ることが可能である。
【００１０】
　また、前記第２電極の幅が、前記Ｘ方向内で異なることが好ましい。これによれば、さ
らに容易に、受信専用、送信専用素子を最適配置した超音波素子とすることができる。
【００１１】
　また、前記複数の圧電体層は、実質的に同一の圧電材料からなることが好ましい。これ
によれば、圧電材料を変更することなく、受信専用、送信専用に最適化した超音波素子と
することができる。ここで、実質的の同一の材料とは、不可避的または自然的に混入する
不純物等は含まない。このような不純物成分は、３％以下が好ましく、１％以下がより好
ましい。
【００１２】
　本発明の他の態様は、基板上に振動板を形成し、前記振動板上に、Ｙ方向に並ぶように
、前記Ｙ方向と直交するＸ方向にのびる複数の第１電極を形成し、第１電極上に圧電体層
を形成し、前記第１電極及び前記圧電体層が形成された前記振動板上に、第２電極層を形
成し、前記圧電体層及び前記第２電極層をパターニングして、Ｘ方向に並ぶように、前記
Ｙ方向にのびる複数の前記圧電体層及び第２電極を形成し、前記基板の前記振動板とは反
対側の面に、少なくとも一つの開口部を形成する、超音波センサーの製造方法であって、
前記Ｘ方向及び前記Ｙ方向と直交するＺ方向において、前記第１電極と前記圧電体層と前
記第２電極とが重なっている部分を能動部とし、前記振動板が前記能動部の駆動により振
動できる領域を可動部とし、平面視において、１つの前記可動部と、前記１つの可動部内
に設けられる前記能動部とからなる単位を、１つの超音波素子としたとき、前記圧電体層
及び前記第２電極層をパターニングした後、前記第２電極層のみをさらにパターニングす
ることで、平面視において、前記可動部の面積に対する前記能動部の面積が異なる２種以
上の超音波素子を形成する、ことを特徴とする超音波センサーの製造方法にある。
　かかる態様によれば、製造薄膜プロセスにおいて第２の電極を形成する際、第２電極を
パターニングする際、送信専用の超音波素子のエリアと受信専用の超音波素子のエリアと
で第２電極の面積（例えば第２電極の幅）を変更するだけで、送信専用、受信専用に最適
化した超音波素子を製造でき、送受信のそれぞれの性能を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施形態１に係る超音波デバイスの構成例を示す断面図。
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【図２】実施形態１に係る超音波センサーの構成例を示す分解斜視図。
【図３】超音波素子アレイの構成例を示す拡大斜視図。
【図４】実施形態１に係る超音波センサー素子の概略構成を示す平面図。
【図５】実施形態１に係る超音波センサー素子の断面図。
【図６】実施形態１に係る超音波センサーの概略構成を示す平面図。
【図７】実施形態１に係る超音波センサーの断面図。
【図８】実施形態１に係る超音波センサーの製造例を示す平面図及び断面図。
【図９】実施形態１に係る超音波センサーの製造例を示す平面図及び断面図。
【図１０】実施形態１に係る超音波センサーの製造例を示す平面図及び断面図。
【図１１】実施形態１に係る超音波センサーの製造例を示す平面図及び断面図。
【図１２】実施形態１に係る超音波センサーの製造例を示す平面図及び断面図。
【図１３】実施形態１に係る超音波センサーの製造例を示す平面図及び断面図。
【図１４】実施形態２に係る超音波センサーの製造例を示す平面図及び断面図。
【図１５】実施形態２に係る超音波センサーの製造例を示す平面図及び断面図。
【図１６】実施形態２に係る超音波センサーの製造例を示す平面図及び断面図。
【図１７】実施形態２に係る超音波センサーの製造例を示す平面図及び断面図。
【図１８】実施形態２に係る超音波センサーの製造例を示す平面図及び断面図。
【図１９】実施形態２に係る超音波センサーの製造例を示す平面図及び断面図。
【図２０】実施形態３に係る超音波センサーの平面図及び断面図。
【図２１】実施形態４に係る超音波センサーの平面図及び断面図。
【図２２】超音波診断装置の一例を示す斜視図。
【図２３】超音波プローブの一例を示す斜視図。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態を説明する。以下の説明は、本発明の一態様を
示すものであって、本発明の範囲内で任意に変更可能である。各図において、同じ符号を
付したものは、同一の部材を示しており、適宜説明が省略されている。
【００１５】
（実施形態１）
　（超音波デバイス）
　図１は、本発明の実施形態１に係る超音波センサーを搭載した超音波デバイスの構成例
を示す断面図である。図示するように、超音波プローブＩは、ＣＡＶ面型の超音波センサ
ー１と、超音波センサー１に接続されたフレキシブルプリント基板（ＦＰＣ基板２）と、
装置端末（図示せず）から引き出されたケーブル３と、ＦＰＣ基板２及びケーブル３を中
継ぎする中継基板４と、超音波センサー１、ＦＰＣ基板２及び中継基板４を保護する筐体
５と、筐体５及び超音波センサー１の間に充填された耐水性樹脂６とを具備して構成され
ている。
【００１６】
　超音波センサー１からは、超音波が送信される。また、測定対象物から反射された超音
波が、超音波センサー１によって受信される。これらの超音波の波形信号に基づき、超音
波プローブＩの装置端末において、測定対象物に関する情報（位置や形状等）が検出され
る。
【００１７】
　超音波センサー１によれば、後述のように、高い信頼性を確保できる。従って、超音波
センサー１を搭載することで、各種特性に優れた超音波デバイスとなる。本発明は、超音
波の送信に最適化された送信専用型と、超音波の受信に最適化された受信専用型と、超音
波の送信及び受信に最適化された送受信一体型と、等の何れの超音波センサー１にも適用
できる。超音波センサー１を搭載可能な超音波デバイスは超音波プローブＩに限定されな
い。
【００１８】
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　（超音波センサー）
　図２は、超音波センサーの分解斜視図であり、図３は、超音波素子アレイの構成例を示
す拡大斜視図である。図４は、本発明の実施形態１に係る超音波センサーを構成する超音
波センサー素子の平面図、図５はそのＡ－Ａ´線断面図及びＢ－Ｂ´線断面図、図６は、
超音波センサーの概略構成を示す平面図、図７はそのＣ－Ｃ´線断面図及びＤ－Ｄ´線断
面図である。
【００１９】
　超音波センサー１は、超音波素子１０と、音響整合層３０と、レンズ部材３１と、包囲
板４０と、を含んで構成されている。超音波素子１０は、基板１１と、振動板５０と、圧
電素子１７と、を含んで構成されている。図２において、包囲板４０と支持部材４１とが
別体に示されているが、実際には両者は一体的に構成されている。
【００２０】
　互いに直交する２つの軸をＸ軸及びＹ軸とし、Ｘ軸及びＹ軸によって形成される平面を
ＸＹ平面としたとき、基板１１は、ＸＹ平面に沿っている。以降、Ｘ軸を第１の方向Ｘと
称し、Ｙ軸を第２の方向Ｙと称し、第１の方向Ｘ及び第２の方向Ｙの何れにも直交するＺ
軸を第３の方向Ｚと称する。
【００２１】
　基板１１には、複数の隔壁１９が形成されている。複数の隔壁１９により、第１の方向
Ｘ及び第２の方向Ｙに沿って、複数の空間２０が区画されている。空間２０は、第３の方
向Ｚに基板１１を貫通するように形成されている。空間２０は、二次元状、すなわち、第
１の方向Ｘに複数且つ第２の方向Ｙに複数形成されている。空間２０の配列や形状は、種
々に変形が可能である。例えば、空間２０は、一次元状、すなわち、第１の方向Ｘ及び第
２の方向Ｙの何れか一方の方向に沿って複数形成されてもよい。また、空間２０は、第３
の方向Ｚから見たときに長方形状（第１の方向Ｘと第２の方向Ｙとの長さの比が１：１以
外）であってもよい。
【００２２】
　振動板５０は、空間２０により形成された開口部１８を塞ぐように基板１１上に設けら
れている。以降、振動板５０の基板１１側の面を第１面５０ａと称し、第１面５０ａに対
向する面を第２面５０ｂと称する。振動板５０は、基板１１上に形成された弾性膜１２と
、弾性膜１２上に形成された絶縁体膜１３と、によって構成されている。この場合、弾性
膜１２によって第１面５０ａが構成され、絶縁体膜１３によって第２面５０ｂが構成され
る。
【００２３】
　以下、超音波素子を詳細に説明する。
　図示するように、本実施形態の超音波素子１０は、例えば、シリコン基板からなる基板
１１の一面に設けられた二酸化シリコン膜からなる弾性膜１２と、酸化ジルコニウムから
なる絶縁体膜１３上に形成され、第１電極１４と、圧電体層１５と、第２電極１６とから
なる圧電素子１７から構成される。基板１１の圧電素子１７に対応する領域には開口部１
８が形成され、開口部１８を形成する空間２０は隔壁１９により区切られている。
【００２４】
　基板１１は例えばシリコン単結晶基板を用いることができるが、これに限定されるもの
ではない。本実施形態では、二酸化シリコンからなる弾性膜１２と、酸化ジルコニウム等
からなる絶縁体膜１３とで振動板を構成するが、これに限定されるものではなく、何れか
一方でもよく、又は他の膜としてもよい。
【００２５】
　絶縁体膜１３上には、必要に応じて密着層を介して第１電極１４と、厚さが３μｍ以下
、好ましくは０．３～１．５μｍの薄膜である圧電体層１５と、第２電極１６と、からな
る圧電素子１７が形成されている。ここで、圧電素子１７は、第１電極１４、圧電体層１
５及び第２電極１６を含む部分をいい、第１電極１４と第２電極１６とで挟まれた領域を
能動部という。
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【００２６】
　一般的には、圧電素子１７を駆動する場合、何れか一方の電極を共通電極とし、他方の
電極を個別電極とするが、超音波素子１０では、複数の超音波素子１０毎に駆動し、スキ
ャンすることが行われるので、何れか一方が共通電極で他方が個別電極という区別は現実
的ではない。何れにしても、超音波素子１０を一次元的又は二次元的に並列させた態様と
する場合には、第１電極１４を一方向に亘るように設け、第２電極１６を一方向に直交す
る方向に亘るように設け、適宜選択した第１電極１４と第２電極１６との間に電圧を印加
することにより、所定の圧電素子１７のみを駆動することができる。また、所定の圧電素
子１７を選択する際に、一列又は複数列を一つのグループとして選択して駆動することが
一般的に行われる。本実施形態では、第１電極１４は４列が束ねられて共通化されている
。これを仮に１チャンネルと呼び、このチャンネルは第１の方向Ｘに亘って複数設けられ
ている。また、第２電極１６は、第１の方向Ｘに沿って一列に連続して設けられ、第２の
方向Ｙに沿って複数列設けられている。
【００２７】
　このような構成においては、第２電極１６の全ての列を共通化して、１チャンネル内の
全ての圧電素子１７を同時に駆動し、順次各チャンネルを駆動すると、第１の方向Ｘに沿
った１次元のデータが取得できる。
【００２８】
　また、第２電極１６を１列毎、又は複数列毎に共通化し、１チャンネル内の圧電素子１
７を第２電極１６で共通化してグループ毎に順次駆動し、順次各チャンネルを駆動すると
、ＸＹ方向の２次元データが取得できる。
【００２９】
　また、ここでは圧電素子１７と、当該圧電素子１７の駆動により変位が生じる振動板５
０である弾性膜１２及び絶縁体膜１３と、を合わせてアクチュエーター装置と称する。上
述した例では、弾性膜１２及び絶縁体膜１３と、必要に応じて設けられる密着層と、第１
電極１４と、が振動板５０として作用するが、これに限定されるものではない。例えば、
振動板５０を設けず、圧電素子１７自体が実質的に振動板５０としての機能を兼ねるよう
にしてもよい。
【００３０】
　ここで、圧電素子１７は、第１電極１４、圧電体層１５及び第２電極１６が平面視で重
なる部分をいい、圧電体層１５が第１電極１４と第２電極１６とで挟まれた領域を能動部
と称する。また、弾性膜１２及び絶縁体膜１３の他、第１電極１４及び第２電極１６も開
口部１８を塞ぐ振動板５０として機能し、振動板５０の開口部１８に対応する領域は、振
動板５０が圧電素子１７の駆動により振動できる領域であり、これを可動部と称する。能
動部と可動部とは、１対１で対応している。本実施形態では、能動部と開口部１８とが１
対１で対応しているが、平面視において、１つの開口部１８内に複数の能動部が含まれて
いても良い。この場合、隣り合う能動部間に、振動板５０の振動を抑制する柱状の仕切り
を設けること等によって、開口部１８内において振動板５０が振動できる領域を制限すれ
ば、実質的に能動部と可動部とを１対１で対応させることが可能である。
【００３１】
　第１電極１４や第２電極１６は導電性を有するものであれば制限されず、例えば白金（
Ｐｔ）、イリジウム（Ｉｒ）、金（Ａｕ）、アルミニウム（Ａｌ）、銅（Ｃｕ）、チタン
（Ｔｉ）、ステンレス鋼等の金属材料、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）、フッ素ドープ酸
化スズ（ＦＴＯ）等の酸化スズ系導電材料、酸化亜鉛系導電材料、ルテニウム酸ストロン
チウム（ＳｒＲｕＯ３）、ニッケル酸ランタン（ＬａＮｉＯ３）、元素ドープチタン酸ス
トロンチウム等の酸化物導電材料や、導電性ポリマー等を用いることができる。ただし、
前記の材料に制限されない。
【００３２】
　圧電体層１５は、代表的にはチタン酸ジルコン酸鉛（ＰＺＴ）系のペロブスカイト構造
の複合酸化物を用いることができる。これによれば、圧電素子１７の変位量を確保しやす
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くなる。
【００３３】
　また、圧電体層１５は、鉛を含まないもの、例えば少なくともビスマス（Ｂｉ）、バリ
ウム（Ｂａ）、鉄（Ｆｅ）及びチタン（Ｔｉ）を含むペロブスカイト構造の複合酸化物を
用いることもできる。これによれば、環境への負荷が少ない非鉛系材料を用いて超音波素
子１０を実現できる。
【００３４】
　このようなペロブスカイト型構造、すなわち、ＡＢＯ３型構造のＡサイトは、酸素が１
２配位しており、また、Ｂサイトは酸素が６配位して８面体（オクタヘドロン）をつくっ
ている。鉛を含まない上記の圧電体層１５の例では、ＡサイトにＢｉ、Ｂａ及びＬｉが、
ＢサイトにＦｅ、Ｔｉが位置している。
【００３５】
　Ｂｉ、Ｂａ、Ｆｅ及びＴｉを含むペロブスカイト構造を有する複合酸化物では、その組
成式は（Ｂｉ、Ｂａ）（Ｆｅ、Ｔｉ）Ｏ３として表されるが、代表的な組成としては、鉄
酸ビスマスとチタン酸バリウムとの混晶として表されるものである。かかる混晶は、Ｘ線
回折パターンで、鉄酸ビスマスやチタン酸バリウムが単独では検出できないものをいう。
混晶の組成から外れる組成も含むものである。
【００３６】
　ここでのペロブスカイト構造の複合酸化物には、欠損・過剰により化学量論の組成から
ずれたものや、元素の一部が他の元素に置換されたものも含まれる。すなわち、ペロブス
カイト構造を取り得る限りにおいて、格子不整合、酸素欠損等による不可避な組成のずれ
は勿論、元素の一部置換等も許容される。
【００３７】
　そして、ペロブスカイト構造の複合酸化物の構成は前記の例に制限されず、他の元素を
含んで構成してもよい。例えば圧電体層１５は、マンガン（Ｍｎ）をさらに含むことが好
ましい。これによれば、リーク電流を抑制しやすくなり、例えば非鉛系の材料として信頼
性の高い超音波素子１０を実現できる。
【００３８】
　圧電体層１５のＡサイトのＢｉをリチウム（Ｌｉ）、サマリウム（Ｓｍ）、セリウム（
Ｃｅ）等で置換するようにしてもよく、ＢサイトのＦｅをアルミニウム（Ａｌ）、コバル
ト（Ｃｏ）等で置換するようにしてもよい。これによれば、各種特性を向上させて構成や
機能の多様化を図りやすくなる。これら他の元素を含む複合酸化物である場合も、ペロブ
スカイト構造を有するように構成されることが好ましい。
【００３９】
　図６に示すように、本実施形態の超音波センサー１は、超音波素子１０を第１の方向Ｘ
及びこれに直交する第２の方向Ｙに、二次元的に並設しており、第１の方向Ｘをスキャン
方向、第２の方向Ｙをスライス方向とする。このような超音波センサー１では、スキャン
方向にスキャンしながら、スライス方向に延びる列毎に駆動、すなわち、超音波の送信及
び受信を行うことにより、スライス方向のセンシング情報を、スキャン方向に連続して取
得することができる。
【００４０】
　ここで、本実施形態では、第１の方向Ｘに延びる列毎に受信専用、送信専用に機能を分
離している。すなわち、図７に示すように、中央の列では、圧電体層１５と第２電極１６
Ａの幅が同一であるが、その両側の列では、第２電極１６Ｂの幅が圧電体層１５の幅より
小さくなっている。開口部１８の幅、圧電体層１５の幅は何れも同一であり、第２電極１
６Ｂが第２電極１６Ａより幅狭に形成されている。
【００４１】
　このような超音波センサー１では、圧電素子１７を駆動した際の可動部は、開口部１８
の面積に対応し、圧電体層１５が第１電極１４と第２電極１６とで挟まれた領域である能
動部の面積は、中央の圧電素子１７Ａと両側の圧電素子１７Ｂとで異なり、両側の方が能
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動部の面積が小さい。
【００４２】
　このように、第２電極１６の幅のみを変更して能動部の面積を変化させれば、共振周波
数の変化（差）を非常に小さく抑えつつ、受信特性と送信特性を変化させることができる
。送信特性（送信感度）は、能動部の駆動に基づく可動部の変位による排除体積ｖに比例
し、排除体積ｖは能動部の面積Ｓに比例する。すなわち、能動部の面積Ｓが大きい方が、
送信特性は良い。また、受信特性（受信感度）は、本実施形態では、受信により発生する
電圧で評価する。発生電圧Ｖは、Ｖ＝Ｑ／Ｃ（Ｑは発生電荷、Ｃは静電容量）で表され、
圧電素子の静電容量に反比例する。静電容量Ｃは、Ｃ＝ε０×εｒ×（Ｓ／ｔ）（ε０は
真空の誘電率、εｒは圧電素子の比誘電率、Ｓは能動部の面積、ｔは圧電素子（能動部）
の膜厚）で表され、能動部の面積Ｓが小さいほどが静電容量Ｃが小さくなる。すなわち、
第２電極１６の幅を小さくすると、受信特性は向上するが、送信特性は低下する。逆に、
第２電極１６の幅を大きくすると、送信特性は向上するが、受信特性は低下する。よって
、中央の圧電素子１７Ａを送信専用とし、両側の圧電素子１７Ｂを受信専用として機能さ
せるようにした。これにより、送信特性、受信特性の両者の向上を図ることができる。ま
た、受信専用の素子と送信専用の素子とで、能動部の面積は異なるが、可動部の面積は同
じであるため、両者の共振周波数の差は非常に小さい。よって、受信専用の素子と送信専
用の素子とで共振周波数の仕様を変更することなく、送受信を効率的に行うことができる
。
【００４３】
　次に、実施形態１の超音波センサーの製造方法の一例について、図８～図１３を参照し
て説明する。これらの図は、各プロセスを示し、それぞれ平面図と、そのｂ－ｂ´線断面
図及びｃ－ｃ´線断面図とからなる。
【００４４】
　まず、図８に示すように、基板１１を熱酸化等で酸化シリコンからなる弾性膜１２を形
成後、この上に、ジルコニウムを成膜して例えば５００～１２００℃の拡散炉で熱酸化し
、酸化ジルコニウムからなる絶縁体膜１３を形成する。そして、絶縁体膜１３上に、第１
電極１４をスパッタリング法や蒸着法等により形成し、第１電極１４が所定の形状となる
ようにパターニングする。
【００４５】
　次いで、図９に示すように、第１電極１４上に圧電体層１５を積層する。圧電体層１５
は、例えば金属錯体を溶媒に溶解・分散した溶液を塗布乾燥し、さらに高温で焼成するこ
とで金属酸化物からなる圧電材料を得る、ＣＳＤ（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｌｕｔｉｏｎ
　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）法を用いて形成できる。尚、ＣＳＤ法に限定されず、例えば、
ゾル－ゲル法や、レーザーアブレーション法、スパッタリング法、パルス・レーザー・デ
ポジション法（ＰＬＤ法）、ＣＶＤ法、エアロゾル・デポジション法等を用いてもよい。
【００４６】
　次に、図１０に示すように、圧電体層１５上に、第１の第２電極１６ａをスパッタリン
グ法や熱酸化等により形成し、図１１に示すように、第１の第２電極１６ａと圧電体層１
５を、圧電素子毎にパターニングする。
【００４７】
　次に、図１２に示すように、第２の第２電極１６ｂを、第１の第２電極１６ａと同様に
設け、図１３に示すように、第１の第２電極１６ａ及び第２の第２電極１６ｂをパターニ
ングし、第２の方向Ｙで列毎に分割し、第１の方向Ｘに列毎に連続するようにする。また
、図中中央の列では、第２電極１６Ａは幅広で、圧電体層１５とほぼ同じ幅とし、その両
側の列では、幅が狭い第２電極１６Ｂとした。これにより、幅広の第２電極１６Ａを有す
る送信専用の圧電素子１７Ａと、幅狭の第２電極１６Ｂを有する受信専用の圧電素子１７
Ｂとを形成する。
【００４８】
　この後は、必要に応じて保護膜を形成し、パターニングし、続いて、開口部を形成して
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超音波センサー１とする。
【００４９】
　このように、超音波センサー１の製造薄膜プロセスの最後の第２の第２電極１６ｂのパ
ターニングを変更するだけで、送信専用の圧電素子１７Ａと受信専用の圧電素子１７Ｂと
を製造でき、送受信のそれぞれの性能を向上させることができる。
【００５０】
　（実施形態２）
　実施形態２の超音波センサー１Ａについては、製造方法の一例を示しながら説明する。
図１４～図１９は、各プロセスを示し、それぞれ平面図と、そのｂ－ｂ´線断面図及びｃ
－ｃ´線断面図とからなる。なお、上述した実施形態１は第２電極１６を共通電極とした
が、本実施形態では、第１電極１４を共通電極としたものである。
【００５１】
　まず、図１４に示すように、基板１１を熱酸化等で酸化シリコンからなる弾性膜１２を
形成後、この上に、ジルコニウムを成膜して例えば５００～１２００℃の拡散炉で熱酸化
し、酸化ジルコニウムからなる絶縁体膜１３を形成する。そして、絶縁体膜１３上に、第
１電極１４をスパッタリング法や蒸着法等により形成し、第１電極１４が所定の形状とな
るようにパターニングする。
【００５２】
　次いで、図１５に示すように、第１電極１４上に圧電体層１５を積層する。圧電体層１
５は、例えば金属錯体を溶媒に溶解・分散した溶液を塗布乾燥し、さらに高温で焼成する
ことで金属酸化物からなる圧電材料を得る、ＣＳＤ（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｌｕｔｉｏ
ｎ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）法を用いて形成できる。尚、ＣＳＤ法に限定されず、例えば
、ゾル－ゲル法や、レーザーアブレーション法、スパッタリング法、パルス・レーザー・
デポジション法（ＰＬＤ法）、ＣＶＤ法、エアロゾル・デポジション法等を用いてもよい
。
【００５３】
　次に、図１６に示すように、圧電体層１５上に、第１の第２電極１６ａをスパッタリン
グ法や熱酸化等により形成し、図１７に示すように、第１の第２電極１６ａと圧電体層１
５を、圧電素子毎にパターニングする。
【００５４】
　次に、図１８に示すように、第２の第２電極１６ｂを、第１の第２電極１６ａと同様に
設け、図１９に示すように、第１の第２電極１６ａ及び第２の第２電極１６ｂをパターニ
ングし、第２の方向Ｙで列毎に分割し、第１の方向Ｘに列毎に連続するようにする。また
、図中中央の列では、第２電極１６Ａは幅広で、圧電体層１５とほぼ同じ幅とし、その両
側の列では、幅が狭い第２電極１６Ｂとした。これにより、幅広の第２電極１６Ａを有す
る送信専用の圧電素子１７Ａと、幅狭の第２電極１６Ｂを有する受信専用の圧電素子１７
Ｂとを形成する。
【００５５】
　この後は、必要に応じて保護膜を形成し、パターニングし、続いて、開口部１８を形成
して超音波センサー１Ａとする。
【００５６】
　このような場合でも、超音波センサーの製造薄膜プロセスの最後の第２の第２電極１６
ｂのパターニングを変更するだけで、送信専用の圧電素子１７Ａと受信専用の圧電素子１
７Ｂとを製造でき、送受信のそれぞれの性能を向上させることができる。
【００５７】
　（実施形態３）
　図２０は、実施形態３の超音波センサー１Ｂを示す。本実施形態では、第２の第２電極
１６ｂをパターニングする際に、第２電極１６が必要ない部分を除去する代わりに、溝２
１により、第２電極１６と、第２電極１６とは電気的に不連続となる不連続電極２２とに
分離したものである。そして、溝２１の形成位置を変化させて、上下方向中央の列では、
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幅広の第２電極１６Ａとし、上下方向両側を幅狭の第２電極１６Ｂとし、中央の列を送信
専用の圧電素子１７Ａ、上下両側を受信専用の圧電素子１７Ｂとした。
【００５８】
　このようなプロセスでも、超音波センサーの製造薄膜プロセスの最後の第２の第２電極
１６ｂのパターニングを変更するだけで、送信専用の圧電素子１７Ａと受信専用の圧電素
子１７Ｂとを製造でき、送受信のそれぞれの性能を向上させることができる。
【００５９】
　（実施形態４）
　図２１は、実施形態４の超音波センサー１Ｃを示す。本実施形態では、第２電極１６の
幅を変える代わりに、第１電極１４の幅を変更して送信専用、受信専用とするものである
。本実施形態では共通電極である第１電極１４のパターニングの際に、上下方向中央の列
を幅広の第１電極１４Ａとし、上下方向両側を幅狭の第１電極１４Ｂとしてパターニング
し、その後は上述した実施形態と同様なプロセスを実行するものである。そして、上下方
向中央の列では、幅広の第１電極１４Ａを具備する送信専用の圧電素子１７Ａとし、上下
方向両側を幅狭の第１電極１４Ｂを具備する受信専用の圧電素子１７Ｂとした。
【００６０】
　このようなプロセスでも、超音波センサーの製造薄膜プロセスの最初の第１電極１４の
パターニングを変更するだけで、送信専用の圧電素子１７Ａと受信専用の圧電素子１７Ｂ
とを製造でき、送受信のそれぞれの性能を向上させることができる。
【００６１】
　（他の実施形態）
　以上説明した各本実施形態では説明は省略したが、例えば、振動板の圧電素子１７とは
反対側が、測定対象物に向けて発信される超音波や測定対象物から反射した超音波（エコ
ー信号）の通過領域となる構成とすることができる。これによれば、振動板の圧電素子１
７とは反対側の構成を簡素化させ、超音波等の良好な通過領域を確保できる。また、電極
や配線等の電気的領域や各部材の接着固定領域を測定対象物から遠ざけて、これらと測定
対象物との間での汚染や漏れ電流を防止しやすくなる。従って、汚染や漏れ電流を特に嫌
う医療用の機器、例えば超音波診断装置、血圧計及び眼圧計にも好適に適用できる。
【００６２】
　なお、基板１１の開口部１８等内には、音響整合層として機能する樹脂、例えばシリコ
ーンオイル、シリコーン樹脂又はシリコーンゴムが充填され、開口部１８等は、超音波等
を透過可能なレンズ部材により封止されるのが一般的である。これにより、圧電素子１７
と測定対象物との間の音響インピーダンス差を低減でき、超音波が効率よく測定対象物側
に発信されるようになる。
【００６３】
　さらに、上述した実施形態では省略したが、圧電素子１７を含む領域を封止する封止板
を基板１１に接合するのが好ましい。これによれば、圧電素子１７を物理的に保護でき、
また超音波センサー１の強度も増加するため、構造安定性を高めることができる。更に、
圧電素子１７が薄膜として構成される場合には、その圧電素子１７を含む超音波センサー
１のハンドリング性も向上させることができる。
【００６４】
　また、上述した実施形態では、開口部１８は、圧電素子１７毎に形成した例を示したが
、これに限定されず、複数の圧電素子１７に対応して開口部を形成してもよい。例えば、
スキャン方向に亘って並設される圧電素子１７の列に共通する開口部を設けてもよく、又
は全体に１つの開口部としてもよい。なお、このような複数の圧電素子１７に対して共通
する開口部を設けた場合には、圧電素子１７の振動状態が異なるようになるが、振動板の
基板１１とは反対側から、各圧電素子１７の間を押さえ込む部材等を設けて、独立した開
口部を設けた場合と同様な振動を行うようにしてもよい。
【００６５】
　ここで、上述した超音波センサーを用いた超音波診断装置の一例について説明する。図
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２２は超音波診断装置の一例の概略構成を示す斜視図、図２３は超音波プローブを示す側
面図である。
【００６６】
　これらの図に示すように、超音波診断装置１０１は、装置端末１０２と超音波プローブ
（プローブ）１０３とを備える。装置端末１０２と超音波プローブ１０３とはケーブル１
０４で接続される。装置端末１０２と超音波プローブ１０３とはケーブル１０４を通じて
電気信号をやりとりする。装置端末１０２にはディスプレイパネル（表示装置）１０５が
組み込まれる。ディスプレイパネル１０５の画面は、装置端末１０２の表面に露出する。
装置端末１０２では、超音波プローブ１０３の超音波センサー１から送信され、検出され
た超音波に基づき画像が生成される。画像化された検出結果は、ディスプレイパネル１０
５の画面に表示される。
【００６７】
　超音波プローブ１０３は、筐体１０６を有する。筐体１０６内には、複数の超音波素子
１０が第１の方向Ｘ及び第２の方向Ｙの二次元に配列された超音波センサー１が収納され
る。超音波センサー１は、その表面が筐体１０６の表面に露出するように設けられる。超
音波センサー１は、表面から超音波を出力すると共に、超音波の反射波を受信する。また
、超音波プローブ１０３は、プローブ本体１０３ａに着脱自在となるプローブヘッド１０
３ｂを備えることができる。このとき、超音波センサー１はプローブヘッド１０３ｂの筐
体１０６内に組み込まれることができる。なお、超音波センサー１は、超音波素子１０が
、第１の方向Ｘ及び第２の方向Ｙに二次元に配列されて構成される。
【符号の説明】
【００６８】
　１、１Ａ～１Ｃ　超音波センサー、　１０　超音波素子、　１１　基板、　１２　弾性
膜、　１３　絶縁体膜、　１４　第１電極、　１５　圧電体層、　１６　第２電極、　１
７　圧電素子、　１８　開口部
【図１】 【図２】
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(18) JP WO2016/006671 A1 2016.1.14

【図２３】



(19) JP WO2016/006671 A1 2016.1.14

10

20

30

40

【国際調査報告】



(20) JP WO2016/006671 A1 2016.1.14

10

20

30

40



(21) JP WO2016/006671 A1 2016.1.14

10

20

30

40



(22) JP WO2016/006671 A1 2016.1.14

10

20

30

40



(23) JP WO2016/006671 A1 2016.1.14

10

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,ST,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,T
J,TM),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,R
O,RS,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,KM,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,
BA,BB,BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,H
N,HR,HU,ID,IL,IN,IR,IS,JP,KE,KG,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG
,NI,NO,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SA,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,
UA,UG,US

（注）この公表は、国際事務局（ＷＩＰＯ）により国際公開された公報を基に作成したものである。なおこの公表に
係る日本語特許出願（日本語実用新案登録出願）の国際公開の効果は、特許法第１８４条の１０第１項(実用新案法 
第４８条の１３第２項）により生ずるものであり、本掲載とは関係ありません。



专利名称(译) 超声波传感器及其制造方法

公开(公告)号 JPWO2016006671A1 公开(公告)日 2017-04-27

申请号 JP2016532976 申请日 2015-07-09

[标]申请(专利权)人(译) 精工爱普生株式会社

申请(专利权)人(译) 精工爱普生公司

[标]发明人 小島力

发明人 小島 力

IPC分类号 H04R17/00 H04R31/00 A61B8/14

FI分类号 H04R17/00.332.B H04R31/00.330 A61B8/14

F-TERM分类号 4C601/GB02 4C601/GB06 4C601/GB14 4C601/GB19 4C601/GB20 4C601/GB41 5D019/AA26 5D019
/BB03 5D019/BB19 5D019/BB25 5D019/FF04 5D019/HH01

代理人(译) 栗原博之

优先权 2014141778 2014-07-09 JP

其他公开文献 JP6565913B2

外部链接 Espacenet

摘要(译)

具有至少一个开口18的基板，设置在基板上以封闭开口18的隔膜50，以
及设置在隔膜50的开口18的沿Y方向的相对侧的隔膜50 ，多个第一电极
14沿与Y方向正交的X方向延伸，并沿X方向设置在隔膜50的开口18的相
对侧，在垂直于第一电极14的方向上延伸的多个第二电极16和在至少第
一电极14和第二电极16的交叉处设置在第一电极14和第二电极16之间的
多个第二电极16并且在与X方向和Y方向正交的Z方向上，第一电极14，
压电层15和第二电极16彼此重叠。并且，通过驱动有源部分振动膜50可
以振动的区域是可动部分，并且在平面图中当一个超声波元件用作包括
一个可移动部件的单元和设置在一个可移动部件中的有源部件时，在平
面图中，可移动部件的面积与可移动部件的面积的比率提供具有不同面
积的两种或更多种超声元件。

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/86816d23-52f7-484a-bece-f797b32857f3
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/055064299/publication/JPWO2016006671A1?q=JPWO2016006671A1

